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世界の転換期を生き抜く
「全体知」を身に付ける

学　長

寺 島  実 郎
https://www.tama.ac.jp/terashima/

1947年北海道生まれ。早稲田大学大学院政治学
研究科修士課程修了後、三井物産入社。米国三
井物産ワシントン事務所長、三井物産常務執行
役員、早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教
授等を歴任し、現在、一般財団法人日本総合研
究所会長を務めるほか、文部科学省  日中韓大学
間交流・連携推進会議委員、経済産業省 資源エ
ネルギー庁総合資源エネルギー調査会基本政策
分科会委員、国土交通省 国土審議会計画推進部
会委員等兼任。
1994年石橋湛山賞受賞。2010年4月早稲田大学
名誉博士学位。
近著に、『ダビデの星を見つめて　体験的ユダヤ・
ネットワーク論』（NHK出版）、『（寺島実郎監修）
全47都道府県幸福度ランキング2022年版』（日
総研出版）、『人間と宗教　あるいは日本人の心
の基軸』（岩波書店）、『日本再生の基軸　平成の
晩鐘と令和の本質的課題』（岩波書店）、『（佐高
信共著）戦後日本を生きた世代は何を残すべきか 
われらの持つべき視界と覚悟』（河出書房新社）。
その他に、主な著書は、『ジェロントロジー宣言　

「知の再武装」で100歳人生を生き抜く』（NHK出
版新書）、『ひとはなぜ戦争をするのか　脳力の
レッスンⅤ』（岩波書店）、『ユニオンジャックの
矢　大英帝国のネットワーク戦略』（NHK出版）、

『シルバー・デモクラシー　戦後世代の覚悟と責
任』（岩波新書）、『寺島実郎　中東・エネルギー・
地政学―全体知への体験的接近』（東洋経済新報
社）、『二十世紀と格闘した先人たち― 一九〇〇
年　アジア・アメリカの興隆』（新潮社）、『新・
観光立国論― モノづくり国家を超えて』（NHK出
版）、『何のために働くのか― 自分を創る生き方」

（文春新書）、他多数。

I N D E X

多摩大学の
基本姿勢
 1	 学長メッセージ

 2	 多摩大学の理念
	 建学の精神
	 基本理念
	 現代の志塾
	 多摩大学の個性・特色

 3	 大学教育の改革者として
	 多摩大学教育史
	 理事長メッセージ

学びとさまざまな
取り組みについて
 5	 経営情報学部
	 学びの体系
	 カリキュラム
	 教授陣

 6	 グローバルスタディーズ学部
	 学びの体系
	 カリキュラム
	 教授陣

 7	 大学院 経営情報学研究科
	 5つの特長＋α

 8	 特色ある取り組み
	 寺島実郎監修リレー講座
	 「現代世界解析講座」

 9	 ジェロントロジーを軸に、
	 大都市郊外型高齢化の
	 課題に取り組む

11	 ゼミ力
・
の多摩大［４年間ゼミ］

12	 『就業』支援プログラム
	 人生を生き抜く力を育む

13	 “実学”先進教育
	 アクティブ･ラーニングの多摩大学

14	 多摩大学の高大接続改革

15	 研究機関
	 多摩大学研究開発機構

16	 産官学民連携
	 連携協定先一覧

17	 就職実績
	 データで見る多摩大学
	 田村学園概要図

　多摩大学は、開学以来の伝統である“実学”を柱にゼミを中心とした多彩な教授
陣が人間を育てる大学です。
　学長主宰のインターゼミ（社会工学研究会）では、両学部生、社会人大学院生
と14名の教授陣で文献研究とフィールドワークによる「課題解決型のグループ研
究」に取り組みます。学生・一般市民を対象とした学長監修リレー講座「現代世
界解析講座」では、各分野における第一線の専門家を招き、現代世界を深く理解
し、時代認識を的確にする講座を15年に亘り開講し、のべ21万人超の参加者を
得ています。
　アジアダイナミズムと正面から向き合い、デジタル・トランスフォーメーショ
ン時代に活躍できる、また100歳人生をも見据え、仕事のみならず、人間として
の生き方・思想・哲学・宗教・価値観を含めて、どのように人生を生きていくの
かを体系的に考えさせ「社会人として生き抜く知力」を身に付けた人材を、世の
中に送り出します。
　世界を見渡し転換期を生き抜く「全体知」を身に付け、21世紀を主体的に生き
る人間を創造する実績を目指します。

多摩大学の理念
建学の精神 現代の志塾＝教育理念

多摩大学の個性・特色

大学の基本理念

　田村学園は、昭和12（1937）年10月に田村國雄が建学
の精神「質実清楚・明朗進取・感謝奉仕」を礎として目黒
区下目黒の地に社会に貢献できる女子実業人を養成する
ことを目的として「目黒商業女学校」を設立し、幼稚園及
び系列の短期大学と共に女子教育を行ってきました。
　その後の教育体制を整えるため、高等教育としては、
平成元（1989）年に多摩大学（以下「本学」という）を設置
し、中等教育は進学ニーズに合わせて男女共学の中高一
貫教育への改組等を行い、現在では、多摩大学・大学院、
多摩大学目黒中学校・高等学校、多摩大学附属聖ヶ丘中
学高等学校、目黒幼稚園・大森双葉幼稚園・三宿さくら
幼稚園まで、大学・大学院を頂点として幼稚園、中学校・
高等学校・大学・大学院の一貫教育としての体制が整っ
ています。
　本学園は、その目的を「豊かな個性を伸ばし、新しい時
代に活躍できる人材を育成すること」と寄附行為第３条で
規定し、国際感覚ある、心豊かな人材の育成を目指すこ
とを明記しています。

　本学は、基本理念に従い開学以来 ｢実学｣ を標榜し、時
代の最先端を走る産業界で活躍した人材を教壇へ多数登
用する等、「実学教育」を一貫して実践してきました。開
学20周年の平成21（2009）年を機に、この「実学教育」を
さらに深化させるため、新しい時代の実学を「今を生きる
時代についての認識を深め、課題解決能力を高めること」
と再定義し、本学の教育理念を「現代の志塾」と定め、教
育・研究・社会貢献の全分野の共通理念としました。

　本学は「今を生きる時代についての認識を深め、課題解
決能力を高める」ため、教育理念を「現代の志塾」と定め、
教育・研究・社会貢献の全分野の共通理念としています。

「現代の志塾」とは「アジアダイナミズム」の「現代」、社
会の不条理の解決のために自らの職業や仕事を通じて貢
献をする「志」、人間的な触れ合いによる少人数制ゼミを
中心とした「手づくり教育」の「塾」を意味しています。
　実社会の問題解決の最前線に立つ「志」人材の育成に尽
力するため、個性と特色にあふれた「ゼミ力

・
の多摩大」を

形成しています。
　建学の精神・学園の目的を踏まえ、平成元（1989）年大
学開学時に本学の基本理念を「国際性」、「学際性」、「実際
性」の3つのキーワードとしました。
　そして、国際化、情報化社会の進展に即応して、世界
の中で大きな役割を担い、日本の将来を背負うという自
覚に基づいた強い実行力と広い視野を持ち自らを厳しく
律することができる高い倫理観のある人材を育成するこ
とに尽力しています。

実際性 塾

学際性 志

国際性 現代 ⇨
⇨
⇨
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へ

既存の社会や価値に縛られない
グローバル社会の一員として
積極的な役割を果たせる力を養います。

アジアダイナミズム

社会の問題の解決

手づくり教育

限られた視点にとらわれない
専門分野に偏りすぎず
広い視野で考える力を養います。

理論を知るだけで満足しない
大学という枠に閉じこもらず、
社会的な視点で行動する力を養います。
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大学教育の改革者として
多摩大学は「国際性」「学際性」「実際性」という3つの理念のもと開学しました。
従来の米国流資本主義の世界観を見直し、アジア、ユーラシアを視座に据えた
人材育成を行うなど、産業社会に応えるべく変革を続けています。

多摩大学教育史  https://www.tama.ac.jp/guide/history/

1987年 12月 多摩大学教学センター開設
1988年 4月 多摩大学設置準備室開設

10月 多摩大学開学センター開設
1989年 4月 東京都多摩市に多摩大学を設置（設置者  学校法人田村学園）

野田一夫初代学長就任
年間講義案導入
アドバイザー制度開始
コア・タイム実施
多摩大学総合研究所開設

9月 TIMIS JOURNAL 創刊
1990年 3月 第1回ティーチイン

4月 退学勧告
10月 第1回コミュニティカレッジ実施
12月 第1回VOICE実施

1991年 4月 経営情報学部入学定員160名より320名に増加
1992年� 5月〜7月 レジャー産業論をはじめ5つの公開寄付講座を

新宿京王プラザホテルで開講
天津財経大学と学術協定を締結

1993年 4月 大学院経営情報学研究科修士課程設置
多摩21世紀市民大学開講

1994年 3月 第1回FRC（Faculty Research Conference）開催
1995年 4月 中村秀一郎第二代学長就任

TRAP（TAMA REENGINEERING ACTION PROGRAM）に
基づく経営基礎・情報基礎の授業開始
大学院経営情報学研究科博士課程設置

9月 グレゴリー・クラーク第三代学長就任
1996年 4月 暗号解読法による英語教育開始
1997年 3月 多摩大学紀要発刊

4月 教職課程開設
1998年 第1回SRC（Student Research Conference）開催
2001年 9月 中谷巌第四代学長就任

10月 渋谷マークシティ WEST17階にルネッサンスセンター開設
2002年 4月 自己発見開講

イングリッシュシャワー開講
7月 稲城市教育委員会と教育協定締結

2003年 4月 T-SAP（Tama University Study Abroad Program）開始
2004年 1月 品川インターシティA棟27階にルネッサンスセンター移転

品川インターシティA棟27階に品川キャンパス開設
情報社会学研究所開設

学校法人田村学園理事長

田村 嘉浩
1961年東京生れ。東京大学法学
部卒業後、1984年通商産業省（現
在の経済産業省）に入省。スタン
フォード大学アジア太平洋研究所
及びモスクワ国際関係大学への留
学、海外勤務、地方勤務などを経
験。日本社会を覆う停滞感と新興
諸国の活力溢れる姿を目の当たり
にし、教育、人材育成の重要性を
痛感し転職を決意。2003年７月、
在ロシア日本国大使館参事官の勤
務からの帰国と同時に田村学園常
務理事に就任。2004年４月、多摩
大学目黒中学・高等学校長、2015
年4月、田村学園理事長に就任。

　田村学園は、「社会の進展に貢献できる自立した有為な人材の育成」
を目指し1937年に創設された学園です。当初は女子実業人教育からス
タートしましたが、その後の時代の変化の中で順次発展を遂げ、現在で
は多摩大学・大学院を頂点に男女共学の中高一貫校や幼稚園を備えた一
貫教育の体制が整った学園へと変貌を遂げております。
　今あらためて、多摩大学のこれまでの歩みを振り返ってみますと、常
にさまざまな改革に挑戦し、大学教育の在り方の理想を徹底して探求し
てきた姿がはっきりと見て取れます。
　現在、我が国を取り巻く国際環境は大きな変動の真っただ中にありま
す。また、情報技術をはじめ技術革新のスピードも速く、産業社会の変
化も大変激しい時代です。こうした中、人材育成に関して大学が果たす
べき役割は、従来にも増して大きなものになっています。
　本学としては、今後とも「新しい時代に活躍できる人材」の育成を目
指して、これまでの大学教育の改革者としての伝統を忘れずに、「教育
の場」として更なる進化を続けていけるよう努めて参ります。
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●	高い志─既成概念を打破する大学構想
●	学生消費者主義に基づく学生満足度の向上
	 無休講、VOICE（学生による授業評価）制度、
	 コア・タイム（オフィスアワー）、講義終了時の拍手、
	 アドバイザー制度、教授会の土曜開催

●	斬新な「実学」思考の教育内容
	 ティーチインの開催、
	 「国際性」「学際性」「実際性」を体現したカリキュラム、
	 自己表現の重視、社会経験豊富な教授陣

●	社会に開かれた教育
	 産学協同への方向性─公開寄付講座、コミュニティカレッジ、
	 多摩21世紀市民大学、市民教育への取り組み

●	ファカルティ・デベロップメントの推進
	 研究雑誌TIMIS JOURNALの刊行、
	 FRC（教員間の研究論文発表）と授業マネジメント研究会

●	自ら考え、行動する学生に
●	新学科、新学部の創設
●	気づき教育
	 「自己発見」から「多摩大道入門」へ
●	イングリッシュ・シャワーと留学生交流
	 イングリッシュ・シャワー（必修英語プログラム）、
	 T- SAP（多摩大学留学プログラム）、
	 天津財経大学と交換留学制度

●	講義中心大学からゼミ中心大学へ
	 成果あがるゼミ活動

●	相対評価制の導入
●	「第二世代」の教授陣とカリキュラム
●	語学教育とボランティア活動
	 英語の「暗号解読」授業、ボランティア活動の単位認定

●	基礎教育の発展
	 経営基礎Ⅱ、情報基礎Ⅱ

●	充実する教育環境
	 国内トップレベルの情報教育環境、
	 SRC（全学的な学生の研究発表会）の開催、
	 キャリア教育、資格取得

●	新たな教育改革運動と初年度基礎教育
	 TRAP（初年度基礎教育体系）の導入、
	 経営基礎Ⅰ、情報基礎Ⅰ、
	 英語教育（ビジネスシュミレーション）

●	多摩グローカル人材の育成へ
●	アジアユーラシアダイナミズム
●	寺島実郎監修リレー講座
	 「現代世界解析講座」
●	インターゼミ「社会工学研究会」
●	多摩学
●	ゼミ力の深化へ ─「ゼミ力

・
の多摩大」として─

●	アクティブ・ラーニングの先進大学
●	ジェロントロジーを軸に問題解決を
●	就業支援プログラム

初代学長期［1989-1995］

野田 一夫

第三代学長期［1995-2001］

グレゴリー・クラーク
第四代学長期［2001-2008］

中谷 巌
第五代学長期［2009-］

寺島 実郎

第二代学長期［1995］

中村 秀一郎

4月 大学院3コース制へ（MBA、CLO、CROコース）
2005年 1月 統合リスクマネジメント研究所開設
2006年 2月 ロジスティクス経営・戦略研究所開設

4月 経営情報学部マネジメントデザイン学科新設
大学院5ドメインによる新カリキュラムスタート

2007年 4月 グローバルスタディーズ学部新設
多摩大学湘南キャンパス開設（神奈川県藤沢市）

2008年 4月 野田一夫学長代行就任
知識リーダーシップ総合研究所開設
特別講座（寺島実郎監修リレー講座）開講

2009年 4月 寺島実郎第五代学長就任
九段サテライトを開設
インターゼミ（社会工学研究会）開講

10月 湘南キャンパス内に国際交流センター開設
多摩キャンパス内に地域活性化
マネジメントセンター開設

2010年 2月 第1回多摩大学地域プロジェクト発表祭
3月 多摩大学ルネッサンスセンター閉鎖

多摩大学ロジスティック経営・戦略研究所閉鎖
2011年 4月 八王子サテライトを開設
2013年 3月 知識リーダーシップ研究所を閉鎖

統合リスクマネジメント研究所を
医療・介護ソリューション研究所へ改組

2014年 9月 多摩キャンパス新ファシリティ（T-Studio）竣工
2015年 4月 経営情報学部マネジメントデザイン学科を事業構想学科に変更
2016年 4月 多摩大学アクティブ・ラーニング支援センター開設
2017年 6月 ルール形成戦略研究所開設

7月 大いなる多摩学会設立
11月 平成29年度私立大学研究ブランディング事業に採択

2018年 6月 社会的投資研究所開設
2019年 4月 アクティブ・ラーニング支援センターをアクティブ・ラーニング

センターに改組
地域活性化マネジメントセンターを産官学民連携センターへ改組

2021年 4月 志入試センターを入試センターに改組
2023年 4月 就業支援戦略室開設
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　多摩大学経営情報学部が世の中に送り出そうとしている人材、そ
れは「産業社会の最前線で仕事に意義を感じながら働き、自らの
人生を創造することのできる人材」 です。学生が経営と情報を複合
的に学び、高度情報化社会のビジネスの最前線で活躍して自らの
人生を創造していくことに、大学として真剣に向き合う、これが我々
の志です。人工知能の発達は人間の知的活動を凌駕しつつあり、
知識習得力と論理的思考力に支えられた知的職業は人工知能によ
り置換されていくことでしょう。そのような時代に意義を感じられる仕
事で活躍するためには、既定の枠組みに縛られない構想力、情熱
に裏打ちされたリーダーシップやコミュニケーション能力を身に付け
ていく必要があります。高い倫理観と人間力のもとに人工知能を使
いこなす能力が求められているのです。そのような人材になっていく
には、（１）産業社会の歴史や現状を知り、（２）情報技術を柱とし
てさまざまな問題解決の方法や技能を持ち、さらには、（３）ビジネ
スの現場の最前線の動きをよく知っていることが大切であると、私た
ちは考えます。これらをバランスよく、確実に身に付け成長し、自ら
の人生を創造していけるように導く。それが多摩大学経営情報学部
なのです。そのため、企業経営、金融、情報通信、マーケティング、
シンクタンクなど、多種多様のバックグラウンドをもつ実務家教員が

約半数を占め、少人数のゼミを中心に一人一人にあった学習をき
め細かく指導します。基礎的な経営学や情報科学の知識をきちんと
身に付ける一方で実際の社会の問題解決にも触れられるようになっ
ています。さらに、実践を通じた教育として、多摩大学ではアクティブ・
ラーニングプログラムを積極的に展開しています。通常の授業に加え、
学生はキャンパスの外の現場に積極的に飛び出し、さまざまな実際
の問題解決の体験を積み重ねることができるようになっています。

経営情報学部 School of Management and Information Sciences

経営情報学部の志  産業社会の最前線で活躍し、自らの人生を創造する人材を育てる

1 最前線事例
最先端の人材による教育を通して、未来を見通す力を育む

2 基礎
マネジメント、データサイエンスなど産業社会に必要な

「経営」「情報」の基礎を広く学ぶ

3 専門
産業社会との豊富な交流により専門性、実践力を獲得し
DX 推進社会やグローバル・地域社会に貢献できる人材へと育む

1.最前線事例

2.基 礎

3.専 門

経 営 情 報 学 科

情報技術と経営について学び、
デジタルの知見で企業発展に
貢献できる人材へ

事 業 構 想 学 科

経営学やマネジメントを
実学として学び、
新たなビジネスを創出できる人材へ

経営情報学部３つの柱

● 多摩キャンパス

経営情報学部　
学部長・教授

小林 英夫
慶應義塾大学経済学部卒業、慶應義塾大学大
学院経営管理研究科修士課程修了（MBA)、
神戸大学大学院経営学研究科博士後期課程修
了、博士（経営学）。日本 IBMを経て、イー・
アクセス創業に参画、同社の東証マザーズと

東証一部上場に貢献、携帯子会社イー・モバイル立ち上げも手掛ける。イー・
アクセス代表取締役副社長、イー・モバイル執行役員副社長を経て、2013
年より多摩大学准教授、2016 年より教授。2023 年多摩大学経営情報学
部長。専門は組織マネジメントとアントレプレナーシップ。

　近年、貿易の問題、地球環境問題、感染病対策などに見られ
るように、ひとつの国、地域で起きたことが、一瞬に世界規模
の問題になり、その解決にはまず自分の国を理解し、国境を超
えた取り組みが必要となります。またアニメやゲームなどの日
本の文化も世界に広がり、観光や旅行など人の移動がますます
活発になり、それらを支えるホスピタリティ産業も発展してい
ます。しかし、このような展開は、グローバルな問題を引き起

こす原因のひとつになっており、その対応や展開、課題の解決
に日本の将来がかかっているのです。グローバルスタディーズ
学部が目指すところは「グローバルな舞台で活躍できる人材を
育成」することです。これからは、自分の考えや思いを伝え、
相手を理解するためのコミュニケーションが求められていま
す。本学部は学生個々の志を大切にし、世界に発信する知性と
問題解決能力を持った人材を育てます。

グローバルスタディーズ学部 School of Global Studies

グローバルスタディーズ学部の志  グローバルな舞台で活躍できる人材を育成

グローバルスタディーズ学部
学部長・教授

新美 潤
1979 年、東京大学法学部卒業後、外務省に
入省。外交官として、海外では英国、スイス、
ケニア、フランス、イラン、ロシア、タイ、
米国（在ロサンゼルス総領事）、ポルトガル
（特命全権大使）の各国に勤務。本邦では外
務本省にて総括審議官等のポストを経験。警
察庁、経済産業省、衆議院事務局にても勤務。
2020年より多摩大学教授。 アイグル クルナザロバ

今村 康子
エリック ホノベ
太田 　哲
大場 智美
桐谷 多恵子
杉下 かおり
竹内 一真
田中 孝枝
張　 　琪
テレンス アンドリュー ジョイス

堂下 　恵
西井 賢太郎
新美 　潤
韓　 準祐
ブライアン ジェイ イングリッシュ
山田 大介
山田 知代
李　 　崗
渡邊 泰典

教授陣

グローバル社会に必要な「英語コミュニケーション力」と「問題解決力」を養成

将来の進路を視野に入れた「2つのコース」（2年次より選択）幅広い選択肢を用意する
グローバルスタディーズ学部

■国際教養コース
　ビジネス・国際関係分野など、あらゆるグ
ローバルな舞台で活躍できる人材の育成を目
指します。世界の多様な価値観や考え方だけ
でなく自国の文化や歴史に対する理解を深め、
幅広い教養を身に付けます。同時に、グロー
バルな問題の解決に必要な英語コミュニケー
ション力も習得します。

■ホスピタリティ・マネジメントコース
　観光・レジャー・ホスピタリティ分野の職業
人育成に特化したコースです。国際色豊かで、
ホスピタリティ産業における実務経験の豊富
な教員が、ホスピタリティのスキルとマインド
を徹底指導。ホスピタリティを深く理解し、さ
らに実践する力を習得します。

　グローバルに活躍できる人材育成を目指す
本学部は、海外だけに目を向けているのでは
ありません。国内にある企業でも、海外との
関係を深めている企業は急速に増えています。
そうした企業に貢献できる人材を育成すること
も、本学部の大切な使命のひとつです。

星槎大学との提携による小学校教諭一種・二種免許状を取得可能

中学校・高等学校教諭一種免許状（英語）が取得可能

基礎教育科目
　グローバルな舞台では、国や地域
によって文化や価値観が異なります。
基礎教育科目では、このような多様
な視点や考え方を学ぶことで、相違
点だけではなく人間同士の共通点に
ついても理解を深めます。環境や経
済といった、地球全体で解決に取り
組むべき課題について学びます。

英語集中教育（AEP）
　1年次から行われる英語集中教育
が、AEPです。これは、本学部での
専門分野の学びに必要不可欠な英
語力を習得するプログラムです。国際
ビジネスの現場で通用する英語力を
身に付けるために、多様なものの見
方に触れ、考えを深め、異なる文化
で育った人に、自分の意見や意志を
伝えられるようになることを目指しま
す。
AEP：Academic English Program

● 湘南キャンパス

2022年度より新カリキュラムとなり、この２つのコースの中に、３つの特別プログラムを設置い
たしました。それらは「グローバルキャリア育成プログラム」、「高度観光・サービス人材育成プ
ログラム」、「中・高英語教員育成プログラム」です。

寺島　実郎	 杉田　文章

事業構想学科
石川　晴子	 梅澤　佳子	 金　　美徳	 小林　昭菜	
小林　英夫	 下井　直毅	 高橋　恭寛	 趙　　佑鎭	
中澤　　弥	 長島　　剛	 中庭　光彦	 中村その子	
野坂　美穂	 初見　康行	 巴　特　尓	 浜田　正幸	
樋笠　尭士	 水盛　涼一	 松本　祐一

経営情報学科
出原　至道	 今泉　　忠	 落合　孝彦	 加藤みずき	
木村　太一	 久保田貴文	 小西　英行	 彩藤ひろみ	
齋藤 S. 裕美	 新西　誠人	 菅沼　　睦	 田中　友理	
千ヶ崎清孝	 内藤　旭惠	 中村　有一	 増田　浩通	
良峯　徳和

教授陣

情報デザイン
学ぶきっかけ

人々に情報を発信したい

アジアユーラシア
学ぶきっかけ

広く世界で活躍したい

データ分析
学ぶきっかけ

社会の課題を解決したい

経営
学ぶきっかけ

自分で道を切り開きたい

プログラミング
学ぶきっかけ

DX の発展に貢献したい

地域
学ぶきっかけ

地域の人を幸せにしたい
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　多摩大学大学院は、イノベーション分野で屈指の強みを持
ち、実践に徹底的にこだわった【超実学志向MBA】のビジネス
スクールです。MBAの基本理論からイノベーションメソッド
までを統合的、横断的に学べます。【少人数クラス】でインタ
ラクティブに双方向授業を展開するので、本物の実践力が身に
付きます。また、本学の強みであるデザイン思考、ビジネスモ
デル、シナリオプランニング、デジタル戦略など経営の現場で
すぐに応用できるイノベーションを起こすために必要なセオ
リー、実践スキルをその世界の第一人者から直接学べます。

特徴１.	  第一線の実務家講師陣から、［生きた実践知］を学べる
特徴２.	［少人数クラス］で、深く、濃く、丁寧に学ぶ
特徴３.	  �MBA基礎からイノベーション経営までマスターできる［独自

のカリキュラム］
特徴４.	  リーダーシップを超えた［イノベーターシップ］を修得できる
特徴５.	  一人ひとりの現実課題を解決する［ゼミと修論プロジェクト］
+α  �通いやすい品川サテライトキャンパス/�

院生・修了生の濃いネットワーク

　イノベーターシップを築くためには、相互
に関連する5つの力が必要です。まず挙げら
れるのが「未来構想力」。どこへ向かって現実
を変えたいのか、未来を描き出す力です。そ
れは、論理や分析などからではなく、情熱や
志からしか生まれません。「実践知」は、自分
の生き様の中から紡ぎ出す知恵。真摯な挑戦
や経験から学び、少しずつ輪郭をはっきりさ
せていくものです。当然、未来の構想が大き
いほど、現実の壁は高いでしょう。その壁を
乗り越えるためには「突破力」が欠かせませ
ん。力業で押していくだけでなく、腹のくく
り方や政治力、発想力など、多面的な解決策
でやり抜くことが重要です。「パイ（π）型ベー
ス」とは、1つの専門だけではない幅広い教養
を備えた知性のこと。多岐にわたる経験と豊
かな知見、的確な判断が、世の中の縦割りの
壁を壊すでしょう。そして、未来を実現する
ために仲間を巻き込み、メンバーをモチベー
トする力が「場づくり力」です。人がついてい
きたくなる資質とスキルが、大きな仕事を実
現します。

大学院 経営情報学研究科 TAMA GRADUATE SCHOOL OF BUSINESS

5つの特徴＋α経営情報学研究科
研究科長・教授

河野 龍太
博報堂、博報堂ブランドコンサルティング等
を経て現在に至る。マーケティング戦略、ブ
ランド戦略、新事業開発、イノベーション
人材育成トレーニング等で多くの企業を支
援。最も影響力のある経営思想家ランキング
「Thinkers 50」（2019） で世界第 4 位にラ
ンクインした、ビジネスモデル戦略の権威、
アレックス・オスタワールダー氏が設立した
イノベーション支援企業 Strategyzer（スト
ラテジャイザー）のオフィシャル・トレーナー
もつとめる（日本人で唯一）。エグゼクティブ・
コーチとして経営トップ、経営幹部層のコー
チングも行っている。早稲田大学法学部卒業、
Warwick Business School に て MBA（経
営管理学修士号）取得。長崎市出身。

イノベーターシップに必要な5つの力

イノベーターシップ

=

マネジメント、リーダーシップを超える
第三の力

　イノベーターシップとは、新しい世界を構想し、その
実現に向けて自らのなすべきことを考え出し、主体的に
実践していく力です。自社の経営目標を達成するだけな
ら、マネジメントやリーダーシップを磨けば十分でしょ
う。しかし、本当に価値あるイノベーションを起こすた
めには、一線を画した力が必要です。未来を描き、ビ
ジネスや事業を創出していく。そうした推進力をもった
リーダーたちの DNA がイノベーターシップといえます。

● 品川サテライト

経営情報学研究科の志  現実を変える力「イノベーターシップ」が身に付く

特色ある取り組み
寺島実郎監修リレー講座 「現代世界解析講座」
　世界各地域の現況、海外から見た日
本、国内の諸問題を、グローバル、ロー
カル、あるいは産官学と多角的な視点か
ら取り上げることで、現代社会が抱えて
いる問題意識を提起し、時代認識を深め
ます。
　寺島実郎学長監修により各界の碩学を
講師として招き、半期12回、年間24回、
リレー形式にて講座を開講しています。
地域住民約300名、学生約200名が受講
し15年間の参加者数はのべ21万人を超
えます。

2008年度
「いま、世界潮流と日本のあり方を考える」

明石 康  （特定非営利活動法人日本紛争予防センター会長・元国連事務次長）

2009年度
「いま、世界の構造転換と日本のあり方を考える」

財部 誠一  （経済ジャーナリスト）／尾木 直樹  （教育評論家）

2010年度
「いま、広く深く世界を知る力」

渡部 恒雄  （東京財団上席研究員）／田中 優子  （法政大学社会学部教授）

2011年度
「21世紀初頭の10年を超えて」

堀田 力  （公益財団法人さわやか福祉財団理事長）／村上 憲郎  （前グーグル日本法人名誉会長）

2012年度
「3.11の試練、そして世界の構造変化 ̶我々はどこに向かうべきか」

中村 桂子  （JT生命誌研究館館長）／中西 哲生  （スポーツジャーナリスト）

2013年度
「外の広がりを見渡す視界と内の深さを探求する視座」

北川 正恭  （早稲田大学大学院公共経営研究科教授）／浅野 史郎  （神奈川大学特別招聘教授）

2014年度
「世界認識を深め、日本の在り方を考える」

酒井 啓子  （千葉大学法政経学部教授）／佐高 信  （評論家）

2015年度
「複雑化する世界の構造変化 ̶その本質と方向を考える」

白戸 圭一  （三井物産戦略研究所 国際情報部主席研究員）／姜 尚中  （政治学者）

2016年度
「改めて世界と日本を考える ̶時代認識の深化に向けて」

藤原 帰一  （東京大学大学院法学政治学研究科教授）／辺 真一  （コリア・レポート編集長）

2017年度
「激変する世界の構造を再考する ̶この先にあるもの」

溝端 宏  （公益財団法人大阪観光局理事長）
浜 矩子  （同志社大学大学院ビジネス研究科専門職学位課程教授）

2018年度
「世界と日本の構造変化に変わらざる視座を求めて」

山内 雅喜  （ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社長）
浜田 敬子  （BUSINESS INSIDER JAPAN 統括編集長）

2019年度
「世界と日本の構造変化の本質を探る―知の再武装への挑戦」

下斗米 伸夫  （神奈川大学特別招聘教授）
江崎 禎英  （経済産業省 商務・サービスグループ 政策統括調整官）

2020年度
「現代世界に関する全体知の試み」

木村 伊量  （国際医療福祉大学大学院特任教授）

2021年度
「コロナを超えて―世界認識を深める」 
「日本の再起動に向けて―全体知で世界認識を深める」

坂村　健  （INIAD［東洋大学情報連携学部］学部長）
二木 芳人  （昭和大学医学部 内科学講座 臨床感染症学部門　客員教授）

2022年度
「日本再生のための全体知を求めて」 
「世界史の転換期に立つ日本の進路を考える」

海部 陽介  （東京大学総合研究博物館 教授）

年度・開講テーマ・主な講師 （肩書きは登壇時・敬称略）
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ジェロントロジーを軸に、
大都市郊外型高齢化の課題に取り組む

大都市郊外型高齢化へ立ち向かう実践的研究
－アクティブ・シニア活用への経営情報学的手法の適用－

［文部科学省 平成29年度「私立大学研究ブランディング事業」選定］

本学を取り巻く状況と課題
　本学の立地する多摩地域は、居住者が急速に高齢化し、地域の活性化が大きな問題となっています。地域を象徴する多摩ニュータウ
ンは、希薄なソーシャルキャピタルや高齢者に適さない住環境が問題とされるなか、活力低下はニュータウンのみならず地域全体に対
して指摘されており、これが大都市郊外型高齢化の課題と捉えられます。
　急速な“異次元の高齢化”が進むとともに、高齢者の姿も変わり、医療技術が進歩し身体的健康が保たれる一方で、精神的・社会的な
心の健康問題がクローズアップされてきました。大都市郊外型高齢化に対して心の健康維持を図ることが、社会科学系大学として本学
が取り組むべき課題です。

研究内容

大都市郊外地域の抱える課題解決の実践研究
■自治体・企業との共同研究「健康まちづくりの実現」に
　経営的手法で地域高齢者の参画を促す研究
■交通・防災・移動流通等の都市問題に
　経営学的観点から取り組む研究
■包括的地域問題に対して地域企業・行政の
　産業組織化を促進する研究

少子高齢化と総合交通体系の進化という地域の変化の
なかで、新たな事業を創造し地域を活性化する実践研究
■�高齢者の創業支援や観光事業の社会実験研究
■地域動向のビッグデータ分析研究
■地域高齢者のディープデータ調査
■金融機関との共同研究「創業実態調査」

都市と田舎の対流を促して地域の高齢世代が社会参画意識を抱く機会を提供し、その経験を若者世代に伝えていく実践研究
■�高齢者ライフヒストリーのデータ化	 ■�南アルプス市と連携した多摩地域高齢者への
	 　第一次産業参画機会の提供

学長を中心に学生と地域住民が一体となり課題解決に取り組む。

［リレー講座交流サロン］
シニア世代が学生との交流を通してその経験を次世代へ継承することを目的に、学生
が企画・運営を行う。

［ジェロントロジー企画］
10年後にリニア中央新幹線が結ぶ山梨県南アルプス市との連携による一次産業の農作
業を通して、リタイヤ後の世代が新たな社会参画を考える企画を実施。

［大いなる多摩学会］多摩地域の問題を解決することを目的に発足。

1．課題解決型研究 2．事業創造型研究

3．世代継承型研究

大学がプラットフォームとなり、大学の資源を活用した実践的活動を通じて地域住民を中心とする
ステークホルダーと学生を融合させ、アクティブ・シニアのコミュニティ化を推進。
高齢者の心の健康を保ち、大都市郊外型の高齢化問題に立ち向かいます。
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　インターゼミ（社会工学研究会）は、毎週土曜日（16:20～
17:50）、九段にある寺島文庫3階の多摩大学九段サテライトで
開講している寺島実郎学長の直轄ゼミナールです。経営情報学
部・グローバルスタディーズ学部の2学部と社会人大学院生お
よび修了生を含めた約50人を4つのチームに分けて、それぞれ
に年間課題として研究テーマを与え、文献研究とフィールド
ワークでチームとして課題に対する論文を書き上げます。
　1つのチームに、両学部・大学院の教授が2名以上配置され、
世代を超えた共同研究となっています。インターゼミが、なぜ
都心の九段サテライトで開講されているか。それは九段周辺に
あるさまざまな史跡と神田神保町の古本屋街の存在です。ゼミ
の前後に史跡を巡り、神田古本屋街に足を向け、本を発見し、

手に取り、考え、自分の頭を鍛えるという経験を積み上げま
す。本気で大学・大学院生活の間に、1つのテーマにぶつかって、
勉強してみようという人が、2つの学部と大学院の交流を通じ
たスパークのあるゼミに参画しています。

ゼミ力
・

の多摩大 ［4年間ゼミ］

インターゼミ （社会工学研究会）
対象：両学部1～4年次および大学院生

・アジアダイナミズム班：「モンゴル帝国と朝鮮半島」
・�多摩学班：「多摩地域の産業から未来を描く－住み続けたい街の実現に向けて－」
・�サービス・エンターテインメント班：
「大都市郊外型高齢社会のコミュニティ形成への挑戦～高齢者の社会参画を促進する地域づくりプラットフォームの構築を中心に～」
・�AI班：「AI活用の現在」
・�地域班：「地域活性化の現状と課題　今後の方向性とは」

・アジアダイナミズム班：
「パンデミックのユーラシア史とポストコロナ～モンゴル帝国史を起点としたペスト（黒死病）の欧州と日本の中近世史～」
・多摩学班：「次世代に届けたい多摩地域の在り方ー30年後の次世代が住み続けたい多摩地域になるためにー」
・サービス・エンターテインメント班：「2020年代の日本の「観光立国」を考える ー「安定」かつ「高付加価値」産業の構築を目指してー」
・デジタル・トランスフォーメーション（DX）班：DXによるこれからの社会変化～イノベーションを軸に～」

・アジアダイナミズム班：「倭寇とモンゴル帝国史～海洋の渡海民と大陸の遊牧民～」
・多摩学班：「多摩地域」における住みやすさに関する研究 ー地域のネットワークの視点からー
・サービス・エンターテインメント班：「コンビニエンスストアの新たな経済・社会的役割～暮らしの一部から必要不可欠な存在へ～」
・デジタル・トランスフォーメーション（DX）班：「自動運転とスマートシティ」

2021年度
研究テーマ

2019年度
研究テーマ

2020年度
研究テーマ

ゼミを重視し、1年次から4年次まで開講しています。
最前線の事例を取り込むことで、問題を発見し解決する能力を養い、
社会の問題解決の最前線に立つ人材を育てます。

プレゼミ ホームゼミ ゼミナール

　プレゼミでは講義を聞くだけではなく、
議論、発表といった能動的な学習を重視
しています。新入生にゼミの学習方法を
理解してもらうための導入教育です。

　関心あるテーマを選択し、３年間かけて
研究を深める専門ゼミです。その分野の専
門家である教員が、卒業後のキャリア支援
を含めた指導とアドバイスを行います。

　2016年度より、3～4年次生対象に、長
期的に同一テーマで学ぶゼミナールを実
施しています。

対象：経営情報学部1年次 対象：経営情報学部2～4年次 対象：グローバルスタディーズ学部3～4年次

過
去
の
共
同
研
究
例

ビジネスの最前線で活躍し時代を切り開いてきた先人たち、圧倒されるような本物の尊敬できる大人に触れる機会を創ります。視野を
広く持ち、今のこと、身の回りのこと、自分ごと、だけではなく、広く社会に関心を向け、世のため人のために役立つような人間力を
身に付けることを促します。

さまざまな転機を経ながら自分自身の能力や気質を見極め進化し続けられるように学生時代にその資質を磨くとともに、卒業生に対し
ても転職支援をはじめとするキャリア発達の支援を充実させています。

充実した専門職能への基盤能力の学修機会を提供します。ジョブ型雇用に対応した専門性の高い教育プログラムや充実した就職試験対
策講座、教職員一体となった手厚い就職活動支援や地域優良企業の紹介など、社会的意義を感じられる職に就くことができるように努
めます。

『就業』支援プログラム
人生を生き抜く力を育む

『就業』支援プログラムの概要

現代世界解析講座
寺島実郎学長企画監修。各界の第一線で活躍するゲスト講師がリレー
形式で登壇。最先端の世界情勢を知る。

転職・再就職支援
学生が卒業後のキャリア転機を活かして進化・成長し続けることを支援す
るために、転職支援会社と提携して、卒業生の転職・再就職の支援を行う。

ジョブ型人材育成コース　（経営情報学部）
高い専門技能を持ち即戦力として活躍できるとともに、就業後も常に学び直し自らを研鑽する素養を持つ人材を育成する選抜コース

●先端的マーケティング心理（ＭＰ）コース　データサイエンティスト、社会調査士、マーケティングの専門家等として、顧客創造の即戦力になる。
●実践的ビジネスエンジニアリング（BE）コース　MBAレベルの経営管理を学部で学び、将来の経営幹部候補たる、ビジネス現場の即戦力になる。

特別専修プログラム　（グローバルスタディーズ学部）
留学、国内外研修、就職直結科目履修等を柱に、目指すキャリアパスに沿う合理的なカリキュラムで学生を育成する特別プログラム

●グローバルキャリア育成プログラム　ビジネス等の世界でグローバルに活躍する人材を目指す。
●高度観光・サービス人材育成プログラム　高度観光・サービス産業の将来のエグゼクティブリーダーを目指す。
●中高英語教員育成プログラム　生徒をグローバル人材に育てる中・高英語教員を目指す。

経営者シンポジウム
ビジネス界でリーダーとして活躍されている企業経営者と学生が向き合
う機会を企画・実施。

異文化交流
海外や国内首都圏以外の大学との交流、留学プログラムや在籍留学生
交流等、多彩な異文化体験機会。

インターゼミ
寺島実郎学長が直接指導。毎週土曜開講。テーマを定め、グループご
とに1年をかけ論文執筆。

ALプログラム
能動的に行動し学ぶアクティブ・ラーニング（AL）手法を全科目に導入。
正課科目外のプログラムも充実。

包括的キャリアサポート
教職員一体で学生を個別相談。キャリア支援プログラム、インターン
シップ、資格取得、企業紹介等の充実した支援。

実務家教員
会社経営、創業・IPO経験者、ITエンジニア、コンサルタントなど多彩な
実務家教員が実学を教授。

卒業生ネットワーク
同窓会組織充実や卒業周年イベントの企画、SNS活用による繋がり維
持に取り組む。

就職試験対策講座
基礎学力対策のSPI講座や公務員試験対策専門講座を開講。書類力や
面接力対策指導も徹底。

本物に触れ、ロールモデルに出会うAction1

学修を深め、意義ある職に就くAction2

進化し続け、時代とともに変化する資質を身に付けるAction3
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■海外研修・留学導入
・韓国研修（済州平和フォーラム研修）
各国のトップによる基調講演、討議などを通じて
地域の多国間対話と世界のビジネス最前線を肌で
感じ、国際関係とビジネスICTへの深い洞察と、
アジアの協力と発展についての知見を深めていま
す。
なお、2020,2021年度は新型コロナウィルスに係
る行動制限措置により研修を見合わせています。

■地域・企業研究
2017年度から実施してきた「飛騨高山アクティ
ブ・ラーニング・プログラム」は、久々野まちづく
り運営委員会および飛騨高山大学連携センターと
の協働の下、多摩大生が飛騨高山を訪問し地域の
課題解決を学生目線で提案することで、地域への
貢献に取り組んできました。2022年度春学期は、
「飛騨高山地域観光研究」と題し、高山市の観光客
や地域の方へのフィールドリサーチの結果に基づ
き、「飛騨の駄菓子」に関する提案を実施しました。

■SDGs促進活動
2019年度の飛騨高山ALプログラムは、「飛騨高山の企業におけるSDGsを考える～持続可能な地域づくりを目指して～」をテーマとし、
SDGsに対する理解を深めることを目的とした普及促進に向けた活動を行いました。
今回の飛騨高山ALプログラムは、「SDGs」という切り口から高山市の企業の取り組みを整理することで地域を改めて見つめなおすとと
もに、新たな学びや気づきを得る機会となりました。

■学修支援
・TAPPS（タップス）：多摩大学アクティブ・ラーニング・ポイント・プログラム・サポーター
「学修サービス」に、学生運営スタッフとして参加し、自らもアクティブ・ラーニングのスキルを学ぶとともに、獲得したスキルを他
の学生と共有することを目的とします。また、専門スタッフを常駐させ、資格取得支援サービスも充実させています。

1．「学力の３要素」に基づくAL技法を研究・開発し、
教育の質的転換を図る
第１段階 ……「学習意欲向上を目的としたAL」（専門知識を活用しない）
第２段階 ……「知識の定着を目的としたAL」（専門知識を活用する）
第３段階 ……「問題解決を目的としたAL」（産学連携PBL）
第４段階 ……「政策提言や社会工学」を目的とした高次元のAL
　　　　　　　（文献研究とフィールドワーク）

2．「高大接続システム改革会議」の政策的要請を踏まえ、
高校生と大学生が協働で学ぶ
高大連携活動による教育改革に取り組む

3．教員の資質能力（授業力・教育力・教員力）と職員の職能開発
及び専門性（アドミニストレーターの役割）を向上させる

4．高校と大学がともに「社会に開かれた学校」として
地域連携、産官学連携、国際連携に積極的に取り組む

“実学”先進教育
アクティブ･ラーニングの多摩大学

　本学は、寺島実郎学長の「手づくり感のある教育」、田村
嘉浩理事長の「手塩にかけて育てる教育」を教育方針として
います。
　また、デジタル・トランスフォーメーション（DX）、アジ
アダイナミズム、ジェロントロジー（高齢化社会工学）に対
応できる課題解決力・知識活用力・知識創造力もった人材の
育成に取り組んでいます。さらに、開学以来30年間、ホー
ムゼミを通じて培ってきたアクティブ・ラーニング（AL）を
進化・深化させています。これは、「高大接続改革」の教育
政策的要請とも合致しています。
　この教育方針・育成人材像・ALの進化を実質化すべく『ア
クティブ・ラーニング（AL）センター』では、12名の教職員による学修・IT・図書サービスなどワンストッ
プの教育サポートや、海外研修・地域企業研究・キャリア・教養・資格など国内外での40に及ぶALプ
ログラムを提供しています。また、FD（Faculty Development : 大学教育力開発）の一環として高大接
続改革とAL技法の研究や、教育と学生の実態把握を図り、教員の授業力の向上と能力開発に努めてお
ります。

　2017年4月に発足した高大接続アクティブ・ラーニング研究会（メンバー30
名）では、これまで大学生と高校生・中学生がともに活動を行う高大連携プロ
ジェクトをはじめ、外部講師を招いての講演会、大学・高等学校・中学校が連
携した研究授業、高大接続に関する論文・論考の調査等、活発に活動を行って
まいりました。今後は、PBL（問題解決型学習）、SDGs（持続可能な開発目標）、
ESD（持続可能な開発のための教育）、ESG（環境、社会、ガバナンス）を重点
キーワードとし、活動を進めてまいります。

■ビジネスプラングランプリ
日本政策金融公庫主催のビジネスプラングランプリに向
けて、松本祐一教授の指導のもと、ビジネスプランを作
成しました。「高校生ビジネスプラン・グランプリ　in 
TOKYO」に出場しました。

■日経STOCKリーグ
コンテスト形式の金融・経済教育プログラム、「日経
STOCKリーグ2021」に多摩大学目黒高校が下井直毅教
授指導のもと「投資戦略」チームとして参加しました。

■プログラミングプロジェクト
出原至道教授指導のもと、プログラミング未経験の高校
生が実習講義を受け、コンテストへの参加を目標にして
います。

アクティブ・ラーニング
センター長

良峯 徳和

済州平和研究院

高大接続アクティブ・ラーニング研究会

飛騨高山大学連携センターにて

SDGs 講演会

学修サービス

多摩大学の高大接続改革
高大接続アクティブ・ラーニング研究会

高大接続改革とは、「高校教育、大学教育、大学入学者選抜を
通じて、学力の3要素（知識・技能、思考力・判断力・表現力、
主体性）を育成・評価する、三者の一体的な改革である」

和紙キャンドルナイト プログラミングプロジェクト

投資戦略授業 研究授業

高大連携プロジェクト例

研究会の目的

アクティブ・ラーニング プログラム例
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　人口減少社会、情報化社会、グ
ローバル社会において、未来の構想
を実現しようとする多様な「事業」の
実践者を支えるために、多摩大学の
基本理念である国際性、学際性、実

際性に貫かれた総合的な研究、教育活動を通じて、産学連携等
の社会貢献、地域貢献を行うことを目的とし、活動しています。

研究機関 産官学民連携

　多摩大学研究開発機構は、社会との連携が不可欠となった複
合的な研究教育環境に対応して、学内の研究活動の有機的統合
を図りつつ、学外との高度な共同研究・教育を実現し、産官学
の研究交流、教育交流の成果を大きくあげることを目的として
います。

産官学民連携センターは、学生が社会で実践できる問題解決能
力を高める「教育」と「研究」の地域連携・社会貢献を目的とし
て活動しています。また、多摩に根ざした大学として広く地域
の発展に貢献していくため、さまざまな機関と連携して課題解
決を行っています。

＜主な連携事業＞
・社会問題の分析や解決提案、教育手法の開発
・�地域コミュニティや団体など多様な組織とのネットワークを

形成
・企業や地方自治体との課題解決型の共同研究・受託研究
・魅力あるまちづくりのためのプロジェクト創出　など

■ 多摩大学研究開発機構

ルール形成戦略研究所
所長　國分 俊史

KOKUBUN Toshifumi
https://crs-japan.org/

社会的投資研究所
所長　堀内 勉

HORIUCHI Tsutomu
https://tama-csi.org/

医療・介護ソリューション研究所
所長　宇佐美 洋

USAMI Hiroshi
http://www.tama-mli.com/

情報社会学研究所
所長　公文 俊平

KUMON Shumpei
http://www.ni.tama.ac.jp/

　従来国内で専門分野としての認識が
必ずしも高くなかった「ルール形成戦
略」に関して、政産官学の垣根をこえ
た知見の集積を加速させ、また、本分
野に関わる世界各国の専門家や有識者

とのネットワーク構築を通じて、最先端のルール形成動向を把握す
ることで、日本企業および国家のルール形成戦略機能の抜本的な強
化と、それに基づく国際競争力の持続的な向上に寄与すること、さ
らにはルール形成人材の育成を目的として、活動しています。

　今、ファイナンスは従来のコーポ
レートファイナンスからソーシャル
ファイナンスへと大きく舵を切って
います。社会的投資研究所では、こ
の分野で特に社会的投資（インパク

ト・インベストメント）に焦点を当て、内外の先進的な取り組
みを調査・研究し、政策提言や普及・啓発活動を行う専門シン
クタンクです。

　近年叫ばれる医療や介護をめぐる
諸問題に対して、経営学や経済学、
あるいは前研究所からのノウハウで
あるリスクマネジメントといった手
法を用いて解決手段を探ることを目

的とし、活動しています。

　情報社会の学（Infosocionomics）
について調査・研究し、企業や国の
機関と協働しながら、創造的な問題
解決を提供することを活動方針とし
ています。所員の研究テーマは、21

世紀の日本の課題と世界システム、情報社会の社会思想、イン
ターネットのガバナンスと国際動向、サイバーセキュリティと
ネットワークの運用、ネットワーク分析における新しい確率
論・統計分析などです。

活動内容例
●電気通信事業者の幹部研修と国際動向研究
●�SNSのコンサルティング（未成年のネット利用実態の大規模アンケート調査と分析）
●�クラウドを利用したシステム開発
　（電力量のリアルタイム収集と省エネ支援の分析・評価）
●新しい確率論に基づいた社会のパターン形成に関する調査研究
●サイバーセキュリティとクラウドの利用に関する調査研究
●防災に関する地理空間情報システムの開発

活動内容例
●�ソーシャルファイナンスにおける社会的インパクト評価手法や	
投資手法の最新動向調査・発信
●�ソーシャルファイナンスの普及・啓発のためのインパクトサロンや	
シンポジウムの開催
●ソーシャルファイナンスを担う専門人材育成のための研修・ワークショップの実施
●�地域金融機関を対象としたインパクト評価やインパクト経営に関する	
コンサルティング

活動内容例
●�日本生産性本部と日本版医療ＭＢ賞研究会クオリティクラブを創設し、
　進んだ病院経営の在り方について研究中
●�Jウエルネス協議会で、ヘルスケア分野の広がりを模索
●地域包括ケアマネジメント研究会の設置

活動内容例
●激化するエコノミックス・テイトクラフトへの対応策の研究
●細胞農業政策の研究
●ハームリダクションライフスタイル政策の研究
●軽度認知障害（MCI）への対策を促すルール形成の検討
●カーボンニュートラル経営の研究

活動内容例
●多摩地域における産業振興・創業支援の研究
●自治体の協創型計画策定の方法論研究
●企業や自治体等の協創によるイノベーション創出研究
●大手企業の地域貢献・社会貢献に関するあり方研究
●中小企業における次世代事業開発人材育成プログラムの開発
●自治体職員向けの研修プログラムの開発

産官学民連携センター

SDGs マルシェ in 湘南藤沢 小田急電鉄株式会社及び小田急不動産株式会社との協定締結式

奥多摩町との協定締結式 東京都助成 多摩地域 4市連携マイクロツーリズムプロジェクト

多摩大学の主な連携協定先一覧
連携協定先 協定締結日

多摩市 2010年10月26日
多摩信用金庫 2010年10月26日
藤沢市 2015年11月	 4日
藤沢市観光協会 2015年11月	 4日
名桜大学 2016年	 1月	 5日
帝塚山大学 2016年	 3月	 1日
昭島市 2018年	 4月10日
城南信用金庫（よい仕事おこしフェア実行委員会） 2019年10月18日
京王観光株式会社 2020年10月31日
寒川町観光協会 2021年	 6月10日
小田急電鉄株式会社・小田急不動産株式会社 2022年	 4月14日
奥多摩町 2022年	 9月22日
鎌倉市と鎌倉市観光協会 2022年11月	 1日

「地域活性化」から「産学民連携」、課題に対して開かれた大学へ。多摩大学総合研究所
所長　松本 祐一

MATSUMOTO Yuichi
http://www.tmuri.jp/

　開学から30年以上、「実学」を標榜する多摩大学は、産業界や自治体、市民の方々とともに歩んでま
いりました。その形は学生参加企画、共同研究、講座等とさまざまですが、共通しているのは教職員
も学生もビジネスの現場、地域の現場に出向き、今まさに進行中の課題に向き合う姿勢を大切してい
ることです。
　2019年、これまで地域貢献・社会貢献の窓口であった地域活性化マネジメントセンターを改組し、
多摩大学産官学民連携センターは誕生しました。この背景には、現代社会の課題は複雑で変化のスピー
ドが早く、そのような課題を解決するためには、産業界、行政、教育・研究機関、市民の多様なプレ
イヤーがそれぞれの知恵を持ち寄り、一緒に汗をかいて行動する協創が求められるようになったこと
があります。センターは、そのような協創のために社会や地域と大学をつなげ、課題解決を促すプラッ
トフォームを目指し、どのような課題にもオープンでありたいと考えます。

産官学民連携センター長

松本 祐一
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〈資金収支〉	 （単位 百万円）
学生生徒等納付金収入 3,916
手数料収入 99
寄付金収入 63
補助金収入 1,231
資産売却収入 244
付随事業・収益事業収入 167
受取利息・配当金収入 46
雑収入 76
その他 82

前年度繰越支払資金 4,896

合計 10,820

（単位 百万円）
人件費支出 3,000
教育研究経費支出 1,239
管理経費支出 454
借入金等利息支出 0
施設関係支出 152
設備関係支出 136
その他 234

翌年度繰越支払資金 5,605

合計 10,820

〈事業活動収支〉	 （単位 百万円）

教
育
活
動
収
支

学生生徒等納付金 3,916
手数料 99
寄付金 62
経常費等補助金 1,222
付随事業収入 167
雑収入 78
教育活動収入合計 5,544
人件費 3,024
教育研究経費 1,630
管理経費 490
その他 7
教育活動支出合計 5,151
教育活動収支差額 393

教育活動
以外の�
収支

教育活動外収入 45
教育活動外支出 0
教育活動外収支差額 45

経常収支差額 438

特別収支
特別収入 71
特別支出 1
特別収支差額 70

基本金組入前当年度収支差額 508
基本金組入額 △ 241
当年度収支差額 267
前年度繰越収支差額 △ 6,349
基本金取崩額 0
翌年度繰越収支差額 △ 6,082

（参考）
事業活動収入　合計 5,660
事業活動支出　合計 5,152

［令和4年3月31日（令和3年度）］	 （単位 百万円）
資産の部
科　目 前年度末 本年度末 増減
固定資産 24,459 24,544 85
　有形固定資産 20,504 20,356 △148
　　土地 13,015 12,996 △19
　　建物 6,517 6,242 △275
　　その他 972 1,118 146
　特定資産 2,292 2,392 100
　　第2号基本金引当特定資産 2,200 2,300 100
　　第3号基本金引当特定資産 92 92 0
　その他の固定資産 1,663 1,796 133
　　電話加入権 5 5 0
　　その他 1,658 1,791 133
流動資産 5,403 5,874 471
　　現金預金 4,896 5,605 709
　　その他 507 269 △238
資産の部合計 29,862 30,418 556
負債の部
科　目 前年度末 本年度末 増減
固定負債 463 487 24
　　長期借入金 1 1 0
　　退職給与引当金 462 486 24
流動負債 1,580 1,603 23
　　短期借入金 1 1 0
　　前受金 913 930 17
　　その他 666 672 6
負債の部合計 2,043 2,090 47
純資産の部
科　目 前年度末 本年度末 増減
基本金 34,169 34,410 241
　　第1号　基本金 31,525 31,666 141
　　第2号　基本金 2,200 2,300 100
　　第3号　基本金 92 92 0
　　第4号　基本金 352 352 0
繰越収支差額 △6,350 △6,082 268
　　翌年度繰越収支差額 △6,350 △6,082 268
純資産の部合計 27,819 28,328 509
負債及び純資産の部合計 29,862 30,418 556

学校法人 田村学園 貸借対照表 令和3年度 学校法人 田村学園 決算書類 抜粋

多摩大学 就職実績 令和4（2022）年3月卒業生 田村学園の概要図
　田村学園は学園建学の精神「質実清
楚・明朗進取・感謝奉仕」を礎とし、生
徒、学生ひとり一人の豊かな個性を伸ば
し、国際感覚ある、心豊かな人材の育
成を目途としています。

データで見る多摩大学 令和4（2022）年5月1日現在

経営情報学部 就職決定率 グローバルスタディーズ学部 就職決定率

96.3% 93.6%卒業生 302名
就職希望者 246名
就職者 237名

卒業生 140名
就職希望者 110名
就職者 103名

※就職者数／就職希望者数（％） ※就職者数／就職希望者数（％）

■主な就職先
イオンリテール(株)、(株)小野測器、警視庁、相模鉄道(株)、全国農業協同組
合連合会山梨県本部、多摩信用金庫、(株)トランスコスモス、日本通運(株)、
武陽ガス(株)、三菱マテリアルトレーディング(株)、(株)ローズ ホテルズ・インター
ナショナル

■主な就職先
アパホテル（株）、さがみ農業協同組合、（株）四季リゾーツ、ダイワボウ情報システ
ム（株）、（株）鶴見製作所、東海澱粉（株）、日本生命保険相互会社、藤沢エフ
エム放送（株）、富士ソフト（株）、三菱地所パークス（株）、横浜市教育委員会、
(株)琉球銀行

■大学院 経営情報学研究科�（人）

経営情報学研究科
課程 男 女 計
修士 64 61 125
博士 3 3 6
合計 67 64 131

■グローバルスタディーズ学部�（人）

グローバルスタディーズ学科
学年 男 女 計
4 104 69 173
3 78 69 147
2 94 67 161
1 94 61 155
合計 370 266 636

■経営情報学部� （人）

事業構想学科 経営情報学科 計
学年 男 女 男 女 男 女 計
4 193 59 73 15 266 74 340
3 202 55 139 25 341 80 421
2 184 47 116 16 300 63 363
1 206 43 122 24 328 67 395

合　計 1,235 284 1,519

在籍学生数

マネジメント体制 収容定員

キャンパス面積

その他のデータについて

サークル数

蔵書数

体育会

卒業生総数

■経営情報学部
・事業構想学科……………………………………………………�800名
・経営情報学科……………………………………………………�480名

■グローバルスタディーズ学部
・グローバルスタディーズ学科…………………………………�600名

■大学院　経営情報学研究科　経営情報学専攻
・修士課程…………………………………………………………�120名
・博士課程…………………………………………………………� 15名

■田村学園グループ組織図（関連校）

■多摩キャンパス………………………………………………�30,538㎡
■湘南キャンパス………………………………………………�14,375㎡

■多摩キャンパス………………………………………………………� 8
■湘南キャンパス………………………………………………………�15

■多摩キャンパス……………………………………………� 129,048冊
（和書）117,455冊　（洋書）11,593冊

■湘南キャンパス………………………………………………�41,708冊
（和書）31,840冊　（洋書）9,868冊

■多摩キャンパス………………………………………………………� 3

■学部別卒業生総数
経営情報学部 1期生1992年度～30期生2021年度 卒業生総数8,355名
グローバルスタディーズ学部 1期生2010年度～12期生2021年度 卒業生総数1,339名
大学院 修士課程 1期生1994年度～28期生2021年度 修了生総数982名
大学院 博士課程 1期生1994年度～28期生2021年度 修了生総数11名（他論文博士4名）

■多摩大学 組織責任者
学長 寺島　実郎
副学長 杉田　文章
学長室長 趙　　佑鎭
経営情報学部長 小林　英夫
事業構想学科長 趙　　佑鎭
経営情報学科長 出原　至道
グローバルスタディーズ学部長 新美　　潤
グローバルスタディーズ学科長 太田　　哲
大学院　経営情報学研究科長 河野　龍太
アクティブ・ラーニングセンター長 良峯　徳和
産官学民連携センター長 松本　祐一
国際交流センター長 巴　特　尓
入試センター長 小林　英夫
就業支援戦略室長 金　　美徳
事務局長 兼 多摩キャンパス事務長 川手　雅人
湘南キャンパス事務長 押金　章悟

■多摩大学研究開発機構　組織責任者
多摩大学研究開発機構長 安田　震一
多摩大学総合研究所長 松本　祐一
多摩大学情報社会学研究所所長 公文　俊平
多摩大学医療・介護ソリューション研究所長 宇佐美　洋
多摩大学ルール形成戦略研究所長 國分　俊史
多摩大学社会的投資研究所長 堀内　　勉

学校法人 田村学園

学校法人 青葉学園

学校法人 渋谷教育学園

多摩大学・大学院 多摩大学目黒中学校・高等学校

多摩大学附属聖ヶ丘中学高等学校

東京医療保健大学・大学院

渋谷教育学園渋谷中学高等学校

渋谷教育学園幕張中学校・高等学校

早稲田大学系属早稲田渋谷シンガポール校

THE BRITISH SCHOOL IN TOKYO

目黒幼稚園

大森双葉幼稚園

三宿さくら幼稚園

青葉学園幼稚園

青葉学園野沢こども園

渋谷幼稚園

浦安幼稚園

阪本こども園

多摩大学の経営母体である
学校法人田村学園の最新の
概要は以下のとおりです。

Information
Facebookページ▶https://www.facebook.com/tamadaigaku

多摩大学では、Facebook（フェイスブック）ページを運営しています。
さまざまな情報発信をしてまいりますので、どうぞご覧ください。

多摩大学およびその経営母体である学校法人田村学園は、私立学校として積極的に情報
開示をしております。その他のデータにつきましては、ホームページに掲載しております
ので、ぜひご覧ください。
https://www.tama.ac.jp/guide/open/


